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一
時
預
か
り事

業
（
幼
稚
園
型
）
な
どの
職
員
配
置
要
件
に
つ
い
て

○
一
時
預
か
り事

業
（
幼
稚
園
型
）
に
従
事
す
る
職
員
の
配
置
に
つ
い
て
は
、幼

稚
園
本
体
の
教
員
に
よ
る
支
援

を
受
け
られ
る
こと
も
考
慮
し、
他
の
事
業
・施
設
と比

べ
て
、既

に
柔
軟
な
要
件
を
設
定
（
下
表
の
赤
字
部
分
）
。

○
仮
に
ご
提
案
の
通
り免

許
失
効
者
や
隣
接
免
許
所
有
者
を
有
資
格
者
に
含
め
た
場
合
、教

育
・保
育
に
関
す
る
専
門
的
な
知
見
を

有
す
る
こと
が
公
的
に
担
保
され
た
者
が
一
人
も
い
な
くと
も
保
育
が
可
能
とな
り、
預
か
る
児
童
の
安
全
や
教
育
・保
育
の
質
の
確
保
が

困
難
とな
る
お
そ
れ
が
あ
る
。

一
時
預
か
り事
業
（
幼
稚
園
型
）

一
時
預
か
り事
業
（
一
般
型
）

認
可
外
保
育
施
設

（
指
導
監
督
基
準
）

保
育
所
・認
定
こど
も園

職
員
数

３
歳
児

２
０
：
１

同
左

同
左

同
左

※
加
算
で
１
５
：
１
に
対
応

４
・５
歳
児

３
０
：
１

同
左

同
左

同
左

有
資
格
者
割
合

１
／
３

（
保
育
士
又
は
幼
稚
園
教
諭
）

１
／
２

（
保
育
士
）

１
／
３

（
保
育
士
又
は
看
護
師
）

※
保
育
従
事
者
は
基
本
的
に全

員
保
育
士
が
望
ま
しい

基
本
的
に
全
員
(※
)

（
保
育
士
・保
育
教
諭
）

有
資
格
者
以
外

の
職
員

・子
育
て
支
援
員

・小
学
校
教
諭
免
許
所
有
者

・養
護
教
諭
免
許
所
有
者

・養
成
課
程
を履

修
中
の
学
生

・更
新
講
習
を受

講
せ
ず
免
許

状
が
失
効
した
者

子
育
て
支
援
員

―
※
２
／
３
が
保
育
士
・保
育
教
諭

の
場
合
、幼

稚
園
教
諭
若
しく

は
小
学
校
教
諭
又
は
養
護
教

諭
の
普
通
免
許
状
所
有
者

1
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預
か
り保

育
の
担
当
者
に
お
け
る
幼
稚
園
教
諭
免
許
と保

育
士
資
格
の
併
有
状
況

出
典
：
平
成
２
８
年
度
「
幼
児
教
育
実
態
調
査
」
、
文
部
科
学
省

母
数
：
各
施
設
に
お
け
る
預
か
り
保
育
の
保
育
担
当
者

総
数

（
）
内
は
人
数

預
か
り保

育
の
質
の
向
上
を
め
ぐる
状
況
に
つ
い
て

○
預
か
り保

育
を
担
当
す
る
職
員
は
、全

国
的
に
見
て
９
割
以
上
が
有
資
格
者
（
保
育
士
・幼
稚
園
教
諭
）
で
構
成
され
て
お
り、

一
時
預
か
り事

業
（
幼
稚
園
型
）
の
基
準
を
大
幅
に
上
回
って
い
る
状
況
。

○
幼
稚
園
の
預
か
り保

育
は
、今

般
の
幼
児
教
育
無
償
化
に
伴
い
、現

在
の
一
時
預
か
り事

業
の
基
準
を
広
く適
用
す
る
こと
に
よ
り

質
の
確
保
を
図
る
こと
とし
て
お
り、
当
該
基
準
自
体
を
切
り下

げ
る
こと
は
困
難
。

幼
稚
園
の
預
か
り保

育
に
つ
い
て
は
、人

員
配
置
や
面
積
に
関
す
る
基
準
が
定
め
られ
て
い
な
い
こと
か
ら、
認
定
こど
も
園
で
実
施

され
て
い
る
一
時
預
か
り事

業
（
※
７
）
と同

様
の
基
準
を
設
け
る
こと
に
よ
り、
質
の
確
保
を
図
る
べ
き
で
あ
る
。

幼
稚
園
、保

育
所
、認

定
こど
も
園
以
外
の
無
償
化
措
置
の
対
象
範
囲
等
に
関
す
る
検
討
会
報
告
書
（
抄
）
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児
童
福
祉
施
設
の
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準

第
三
十
三
条

保
育
所
に
は
、保

育
士
（
特
区
法
第
十
二
条
の
四
第
五
項
に
規
定
す
る事

業
実
施
区
域
内
に
あ
る保

育
所
に
あ
つ
て
は
、保

育
士
又
は
当
該
事
業
実
施
区
域
に
係

る国
家
戦
略
特
別
区
域
限
定
保
育
士
。次

項
に
お
い
て
同
じ。
）
、嘱

託
医
及
び
調
理
員
を置

か
な
け
れ
ば
な
らな
い
。た
だ
し、
調
理
業
務
の
全
部
を委

託
す
る施

設
に
あ
つ
て
は

、調
理
員
を置

か
な
い
こと
が
で
きる
。

２
保
育
士
の
数
は
、乳

児
お
お
む
ね
三
人
に
つ
き一

人
以
上
、満

一
歳
以
上
満
三
歳
に
満
た
な
い
幼
児
お
お
む
ね
六
人
に
つ
き一

人
以
上
、満

三
歳
以
上
満
四
歳
に
満
た
な
い
幼
児

お
お
む
ね
二
十
人
に
つ
き一

人
以
上
、満

四
歳
以
上
の
幼
児
お
お
む
ね
三
十
人
に
つ
き一

人
以
上
とす
る。
た
だ
し、
保
育
所
一
に
つ
き二

人
を下

るこ
とは
で
きな
い
。

（
附
則
）

第
九
十
五
条

前
条
の
事
情
に
鑑
み
、当

分
の
間
、第

三
十
三
条
第
二
項
に
規
定
す
る保

育
士
の
数
の
算
定
に
つ
い
て
は
、幼

稚
園
教
諭
若
しく
は
小
学
校
教
諭
又
は
養
護
教
諭
の

普
通
免
許
状
（
教
育
職
員
免
許
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
四
十
七
号
）
第
四
条
第
二
項
に
規
定
す
る普

通
免
許
状
をい
う。
）
を有

す
る者

を、
保
育
士
とみ
な
す
こと

が
で
きる
。

第
九
十
七
条

前
二
条
の
規
定
を適

用
す
る時

は
、保

育
士
（
法
第
十
八
条
の
十
八
第
一
項
の
登
録
を受

け
た
者
をい
い
、児

童
福
祉
施
設
最
低
基
準
の
一
部
を改

正
す
る省

令
（
平
成
十
年
厚
生
省
令
第
五
十
一
号
）
附
則
第
二
項
又
は
前
二
条
の
規
定
に
より
保
育
士
とみ
な
され
る者

を除
く。
）
を、
保
育
士
の
数
（
前
二
条
の
規
定
の
適
用
が
な
い
と

した
場
合
の
第
三
十
三
条
第
二
項
に
より
算
定
され
るも
の
をい
う。
）
の
三
分
の
二
以
上
、置

か
な
け
れ
ば
な
らな
い
。

児
童
福
祉
施
設
の
有
資
格
者
要
件
に
つ
い
て

○
保
育
所
等
に
お
い
て
は
、隣

接
免
許
の
所
有
者
を
保
育
士
とみ
な
す
こと
が
で
き
る
規
定
が
あ
る
が
、こ
れ
は
三
分
の
二
以
上
の
保
育

士
を
置
い
て
い
る
際
に
適
用
可
能
な
規
定
。

○
一
時
預
か
り事

業
（
幼
稚
園
型
）
に
お
い
て
も
、有

資
格
者
を
三
分
の
一
置
け
ば
、残

りの
方
々
に
つ
い
て
は
隣
接
免
許
の
所
有
者
を

配
置
可
能
とし
て
お
り、
児
童
福
祉
施
設
よ
りも
要
件
を
緩
和
済
み
で
あ
る
。
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教
育
職
員
免
許
法
（
抄
）

（
教
育
職
員
免
許
法
の
一
部
改
正
に
伴
う経
過
措
置
）

第
二
条
前
条
第
二
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
際
現
に
第
一
条
の
規
定
に
よる
改
正
前
の
教
育
職
員
免
許
法
の
規
定
、附

則
第
十
条
の
規
定
によ
る改

正
前
の
教
育
職
員
免
許
法
施
行
法
（
昭

和
二
十
四
年
法
律
第
百
四
十
八
号
）
の
規
定
、附

則
第
十
一
条
の
規
定
によ
る改

正
前
の
教
育
職
員
免
許
法
の
一
部
を改

正
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
九
年
法
律
第
百
五
十
八
号
。以

下
この

項
に
お
い
て
「昭
和
二
十
九
年
改
正
法
」と
い
う。
）
の
規
定
、附

則
第
十
三
条
の
規
定
に
よる
改
正
前
の
教
育
職
員
免
許
法
等
の
一
部
を改

正
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
六
年
法
律
第
百
二
十
二

号
）
の
規
定
及
び
附
則
第
十
五
条
の
規
定
によ
る改

正
前
の
教
育
職
員
免
許
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る法

律
（
平
成
十
二
年
法
律
第
二
十
九
号
）
の
規
定
に
より
授
与
され
た
普
通
免
許
状
又

は
特
別
免
許
状
を
有
す
る
者
（
当
該
普
通
免
許
状
及
び
特
別
免
許
状
が
失
効
した
者
を除

く。
以
下
この
条
にお
い
て
「旧
免
許
状
所
持
者
」と
い
う。
）
に
つ
い
て
は
、第

一
条
の
規
定
によ
る改

正
後
の
教
育
職
員
免
許
法
（
以
下
「新
法
」と
い
う。
）
第
九
条
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定
に
か
か
わ
らず
、そ
の
者
の
有
す
る
普
通
免
許
状
及
び
特
別
免
許
状
（
前
条
第
二
号
に
掲
げ
る
規
定
の

施
行
の
日
以
後
に
新
た
に
授
与
され
た
も
の
を含

む
。）

に
は
、有

効
期
間
の
定
め
が
な
い
も
の
とす
る。
この
場
合
に
お
い
て
、新

法
第
五
条
第
二
項
、第

六
条
第
四
項
、第

七
条
第
四
項
、第

九
条

第
四
項
及
び
第
五
項
、第

九
条
の
二
、第

九
条
の
四
、第

十
六
条
の
二
第
二
項
、第
十
六
条
の
三
第
三
項
、第

十
六
条
の
四
第
四
項
、第

十
七
条
第
二
項
、附
則
第
五
項
後
段
、附

則
第
八
項

た
だ
し書

、附
則
第
九
項
後
段
、附

則
第
十
二
項
た
だ
し書

並
び
に附

則
第
十
八
項
後
段
の
規
定
、附

則
第
十
条
の
規
定
に
よる
改
正
後
の
教
育
職
員
免
許
法
施
行
法
第
二
条
第
一
項
後
段
の

規
定
並
び
に
附
則
第
十
一
条
の
規
定
によ
る改

正
後
の
昭
和
二
十
九
年
改
正
法
附
則
第
十
項
た
だ
し書

の
規
定
は
、旧

免
許
状
所
持
者
に
は
適
用
しな
い
。

２
旧
免
許
状
所
持
者
で
あ
って
、新

法
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る教

育
職
員
（
第
七
項
に
お
い
て
単
に
「教
育
職
員
」と
い
う。
）
その
他
文
部
科
学
省
令
で
定
め
る
教
育
の
職
に
あ
る
者
（
以
下
「

旧
免
許
状
所
持
現
職
教
員
」と
い
う。
）
は
、次

項
に
規
定
す
る
修
了
確
認
期
限
まで
に
、 当

該
修
了
確
認
期
限
ま
で
の
文
部
科
学
省
令
で
定
め
る二

年
以
上
の
期
間
内
に
お
い
て
免
許
状
更
新
講

習
（
新
法
第
九
条
の
三
第
一
項
に
規
定
す
る
免
許
状
更
新
講
習
を
い
う。
以
下
同
じ。
）
の
課
程
を
修
了
した
こと
に
つ
い
て
の
免
許
管
理
者
（
新
法
第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
免
許
管
理
者
を

い
う。
以
下
この
条
に
お
い
て
同
じ。
）
に
よ
る
確
認
（
以
下
「更
新
講
習
修
了
確
認
」と
い
う。
）
を受

け
な
け
れ
ば
な
らな
い
。

５
旧
免
許
状
所
持
現
職
教
員
（
知
識
技
能
その
他
の
事
項
を勘

案
して
免
許
状
更
新
講
習
を受

け
る
必
要
が
な
い
も
の
とし
て
文
部
科
学
省
令
で
定
め
る
とこ
ろに
より
免
許
管
理
者
が
認
め
た
者
を

除
く。
）
が
修
了
確
認
期
限
ま
で
に
更
新
講
習
修
了
確
認
を受

け
な
か
った
場
合
には
、そ
の
者
の
有
す
る
普
通
免
許
状
及
び
特
別
免
許
状
は
、そ
の
効
力
を
失
う。

７
旧
免
許
状
所
持
者
（
旧
免
許
状
所
持
現
職
教
員
を
除
く。
）
が
更
新
講
習
修
了
確
認
を
受
け
ず
に
修
了
確
認
期
限
を経

過
した
場
合
には
、そ
の
者
は
、そ
の
後
に
、第

三
項
第
三
号
に
規
定
す

る
免
許
管
理
者
に
よ
る
確
認
を
受
け
な
け
れ
ば
、教

育
職
員
にな
るこ
とが
で
きな
い
。

一
時
預
か
り事

業
に
お
け
る
旧
免
許
状
所
有
者
（
修
了
確
認
期
限
到
来
後
）
の
扱
い
に
つ
い
て

○
旧
免
許
状
に
つ
い
て
は
、有

効
期
間
の
定
め
が
な
く、
また
、免

許
状
更
新
講
習
の
修
了
確
認
期
限
まで
に講

習
を
修
了
しな
い
場
合
に
免
許
状
が
失
効

す
るの
は
受
講
義
務
者
（
現
職
教
員
等
）
の
み
で
あ
る
こと
か
ら、
修
了
確
認
期
限
が
到
来
した
時
点
で
受
講
義
務
者
で
な
い
者
（
現
職
教
員
で
な
い
者

）
に
つ
い
て
は
、免

許
状
は
失
効
して
い
な
い
た
め
、一

時
預
か
り事

業
に
お
い
て
免
許
状
所
有
者
とし
て扱

って
良
い
こと
とし
て
い
る。

○
これ
は
あ
くま
で
免
許
制
度
の
切
り替
え
に伴

う経
過
的
な
措
置
とし
て
残
って
い
るも
の
で
あ
り、
有
効
期
間
の
定
め
が
あ
る
新
免
許
状
を
所
有
して
い
た者

が
免
許
を
更
新
しな
か
った
場
合
、所

持
す
る
免
許
状
は
失
効
す
るた
め
、一

時
預
か
り事

業
に
お
い
て有

資
格
者
とし
て
扱
うこ
とは
で
きな
い
。
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5

教
員
免
許
状
更
新
講
習
の
受
講
資
格
を
持
つ
者
に
つ
い
て

（
1）

現
職
教
員

（
2）

校
長
、副

校
長
、教

頭
、指

導
主
事
等

（
1）

過
去
に
学
校
の
校
長
、副

校
長
、教

頭
又
は
教
育
職
員
で
あ
った
者
で
あ
って
、教

育
職
員
とな
る

こと
を
希
望
す
る
者

（
2）

認
定
こど
も
園
や
認
可
保
育
所
等
で
勤
務
す
る
保
育
士

（
3）

教
育
職
員
に
任
命
され
、又

は
雇
用
され
る
こと
が
見
込
ま
れ
る
者

例
：
教
員
採
用
内
定
者
、

教
育
委
員
会
や
学
校
法
人
な
どが
作
成
した
臨
時
任
用
（
ま
た
は
非
常
勤
）
教
員

リス
トに
登
録
され
て
い
る
者

１
教
育
職
員
及
び
教
育
の
職
に
あ
る
者

２
教
育
職
員
に
任
命
され
、又

は
雇
用
され
るこ
とと
な
って
い
る
者
及
び
これ
に

準
ず
る
者
（
教
育
職
員
に
な
る
者
とし
て
見
込
ま
れ
る者

）
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6

教
員
免
許
状
更
新
講
習
の
受
講
対
象
者
区
分
の
イメ
ー
ジ
（
幼
稚
園
の
場
合
）

教
育
職
員

・ペ
ー
パ
ー
テ
ィー
チャ
ー

な
ど

教
育

職
員

に
な
る
者
と

し
て
見

込
ま
れ

な
い
者

教
育
職
員
に
な
る
者
と
し
て

見
込
ま
れ
る
者

・現
職
教
員

・校
長
、副

校
長
、教

頭
、指

導
主
事
等

・過
去
に
教
員
とし
て
の
勤
務
経
験
が
あ
る
者

・認
定
こど
も
園
や
認
可
保
育
所
等
で
勤
務
す
る

保
育
士

・教
員
採
用
内
定
者

・教
育
委
員
会
や
学
校
法
人
な
どが
作
成
した

臨
時
任
用
（
また
は
非
常
勤
）
教
員
リス
トに
登
録

され
て
い
る
者

受
講
資
格
あ
り

受
講
資
格
な
し
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約1,100万枚分

※教員免許更新制の導入を契機として運用開始
（Ｈ21年度～）

○免許状単位の管理から保有者（教員）単位の管理へ
免許状原簿は授与された免許状単位で管理されており、失効情報等
の把握や複数の免許状保有者の正確な更新期限の把握が困難である。
このため、保有者（教員）単位の免許情報の管理に移行することに
より、教員ごとの正確な更新期限の把握や失効情報等の把握が可能と
なる。

○教育職員免許法等の改正への的確な対応
教職課程に係る科目区分の大括り化や免許状の種類・教科ごとに
必要な最低単位数等を新法に対応したものに改修することにより、
適切な免許状の授与が可能となる。

○情報セキュリティの強化
個人情報である免許情報のセキュリティを十分に確保することに
より、安全な情報管理が可能となる。

保有者（教員）ごとに、所有する免許情報を一覧で管理することが可能
・有効な免許状の有無の確実な把握
・免許状の更新期限の正確な管理により、意図せぬ免許失効を防止
・都道府県教育委員会による免許管理事務の効率化

Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33～

教員免許管理
システム

≪スケジュール案≫

・システムの調査研究
Ｈ30予算：23百万円

システム機能強化 新システムの稼働

教員免許管理システムの機能強化

２ システムの課題に対応する機能強化

１ 概 要

都道府県教育委員会が保有する教員免許状原簿の情報を一元的に管理する教員免許管理システムについて、
免許状保有者ごとに授与、更新、失効等の情報を適切に管理するための機能強化等を図る。

３ 効 果

免
許
状
授
与

免
許
更
新

授与権者
(都道府県教委)

授
与
申
請

更
新
申
請

授
与
情
報

更
新
情
報

免許管理者
(都道府県教委)

免許状約1,100万枚分

文部 花子

・小１種免
・中１種免（国語）
・中専修免（国語）
・特支２種免

保有者情報

保有者情報

保有者情報

保有者情報

免許状原簿
データベース

★
Ｈ
３
２
年
秋

新
教
職
課
程
卒
業
者
へ
の

免
許
状
授
与
作
業
開
始★Ｈ31.4～新教職課程施行
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重点番号46：教員免許に係る制度の見直し（文部科学省）
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